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本
号
で
公
布
さ
れ
た
条
例
の
あ
ら
ま
し 

  
埼
玉
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
埼
玉
県
条
例
第
二
十
一
号
）
（
税
務
課
） 

一 

趣
旨 

 
 

地
方
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
燃
費
性
能
等
が
優
れ
た
自
動
車
種
別
割
の
税
率
を
軽
減
し
、

一
定
年
数
を
経
過
し
た
自
動
車
種
別
割
の
税
率
を
重
く
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
適
用
期
限

を
三
年
延
長
す
る
等
を
行
う
。 

二 

内
容 

 

㈠ 

自
動
車
税 

 
 

ア 

環
境
性
能
割 

 
 

 

(ア) 

先
進
安
全
技
術
を
搭
載
し
た
バ
ス
及
び
ト
ラ
ッ
ク
（
い
ず
れ
も
新
車
に
限
る
。
）
を

取
得
し
た
場
合
に
、
取
得
価
額
か
ら
一
定
額
を
控
除
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
一
部

拡
充
の
上
、
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。 

 
 

 

(イ) 

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
基
準
に
適
合
し
た
バ
ス
及
び
タ
ク
シ
ー
（
い
ず
れ
も
新
車
に
限
る
。
）

を
取
得
し
た
場
合
に
、
取
得
価
額
か
ら
一
定
額
を
控
除
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
適

用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。 

 
 

イ 

種
別
割 

 
 

 
 

燃
費
性
能
等
が
優
れ
た
自
動
車
の
税
率
を
軽
減
し
、
一
定
年
数
を
経
過
し
た
自
動
車
の

税
率
を
重
く
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
。 

 

㈡ 

不
動
産
取
得
税 

 
 

 

新
築
の
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
賃
貸
住
宅
用
の
土
地
を
取
得
し
た
場
合
に
、
不
動
産

取
得
税
を
減
額
す
る
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
一
部
要
件
を
見
直
し
の
上
、
適
用
期
限
を
二
年

延
長
す
る
。 

 

㈢ 

そ
の
他 

 
 

 

地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
規
定
の
整
備
を
行
う
。 

三 

施
行
期
日 

 
 

令
和
五
年
四
月
一
日 



本
号
で
公
布
さ
れ
た
条
例
の
あ
ら
ま
し 

  
こ
ど
も
家
庭
庁
設
置
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
等
の
施
行
に
伴
う
関

係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例
（
埼
玉
県
条
例
第
二
十
二
号
）
（
障
害
者
支
援
課
） 

一 

趣
旨 

 
 

こ
ど
も
家
庭
庁
設
置
法
の
施
行
に
関
連
し
、
児
童
福
祉
法
そ
の
他
関
係
法
律
や
省
令
の
一
部

改
正
に
伴
い
、
埼
玉
県
立
嵐
山
郷
条
例
、
埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
条
例
、

埼
玉
県
立
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
条
例
、
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に

支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
条
例
及
び
児
童
福
祉
法
施
行
条
例
の
改
正
を
行
う
。 

二 

内
容 

 
 

関
係
省
庁
か
ら
こ
ど
も
家
庭
庁
に
所
掌
事
務
が
移
管
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
当
該
事
務
に
関

係
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
り
関
係
大
臣
が
行
う
権
限
及
び
関
係
省
庁
が
発
令
す
る
命
令
を
、
そ

れ
ぞ
れ
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
及
び
厚
生
労
働
大
臣
、
主
務
大
臣
に
改
め
る
等
規
定
の
整
備
を
行

う
。 

三 

施
行
期
日 

 
 

令
和
五
年
四
月
一
日 



条

例 

埼
玉
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
条
例
第
二
十
一
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例 

 

埼
玉
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
条
例
第
三
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 

 

第
三
十
一
条
第
二
項
中
「
又
は
第
三
項
」
を
「
、
第
三
項
又
は
第
五
項
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
十
一
条
の
六
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。 

 

八 

法
第
七
十
二
条
の
二
十
九
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
申
告
納
付
す
る
場
合 

残
余
財
産
の
確

定
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
終
了
の
日
か
ら
二
月
以
内 

 

第
三
十
一
条
の
十
第
一
項
中
「
に
よ
つ
て
」
を
「
に
よ
り
」
に
、
「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」

に
改
め
る
。 

 

附
則
第
十
三
条
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。 

 

附
則
第
二
十
二
条
の
三
第
二
項
を
削
る
。 

 

附
則
第
二
十
二
条
の
四
第
二
項
を
削
る
。 

 

附
則
第
二
十
二
条
の
五
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を

「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

４ 

車
両
総
重
量
（
道
路
運
送
車
両
法
第
四
十
条
第
三
号
に
規
定
す
る
車
両
総
重
量
を
い
う
。
次

項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
八
ト
ン
を
超
え
る
ト
ラ
ッ
ク
（
施
行
規
則
で
定
め
る
被

け
ん
引
自
動
車
を
除
く
。
次
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
つ
て
、
同
法
第
四
十
一

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
令
和
四
年
五
月
一
日
以
降
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
し
て
定
め
ら

れ
た
左
側
面
へ
の
衝
突
に
対
す
る
安
全
性
の
向
上
を
図
る
た
め
の
装
置
（
以
下
こ
の
項
及
び
次

項
に
お
い
て
「
側
方
衝
突
警
報
装
置
」
と
い
う
。
）
に
係
る
保
安
上
又
は
公
害
防
止
そ
の
他
の

環
境
保
全
上
の
技
術
基
準
で
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
（
次
項
に
お
い
て
「
側
方
衝
突
警
報
装

置
に
係
る
保
安
基
準
」
と
い
う
。
）
及
び
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
令
和
七
年
九
月
一
日
以

降
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
し
て
定
め
ら
れ
た
前
方
障
害
物
と
の
衝
突
に
対
す
る
安
全
性
の

向
上
を
図
る
た
め
の
装
置
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
六
項
に
お
い
て
「
衝
突
被
害
軽
減
制
動
制
御

装
置
」
と
い
う
。
）
に
係
る
保
安
上
又
は
公
害
防
止
そ
の
他
の
環
境
保
全
上
の
技
術
基
準
で
施

行
規
則
で
定
め
る
も
の
（
第
六
項
に
お
い
て
「
衝
突
被
害
軽
減
制
動
制
御
装
置
に
係
る
保
安
基

準
」
と
い
う
。
）
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
も
の
の
う
ち
、
側
方
衝
突
警
報
装
置
及
び
衝
突
被

害
軽
減
制
動
制
御
装
置
を
備
え
る
も
の
（
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
に
限
る
。
）
で
初
回
新
規

登
録
を
受
け
る
も
の
に
対
す
る
第
五
十
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
自
動
車
の
取
得



が
令
和
六
年
四
月
三
十
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限
り
、
同
条
中
「
と
い
う
。
）
」
と
あ
る

の
は
、
「
と
い
う
。
）
か
ら
三
百
五
十
万
円
を
控
除
し
て
得
た
額
」
と
す
る
。 

 
附
則
第
二
十
二
条
の
五
第
五
項
を
削
り
、
同
条
第
六
項
中
「
（
施
行
規
則
で
定
め
る
被
け
ん
引

自
動
車
を
除
く
。
）
」
を
削
り
、
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
六
年
四
月
三
十
日
」

に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

６ 

乗
用
車
（
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
に
限
る
。
）
、
バ
ス
（
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
に
限

る
。
）
又
は
車
両
総
重
量
が
三
・
五
ト
ン
を
超
え
る
ト
ラ
ッ
ク
で
あ
つ
て
、
道
路
運
送
車
両
法

第
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
令
和
七
年
九
月
一
日
以
降
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
し

て
定
め
ら
れ
た
衝
突
被
害
軽
減
制
動
制
御
装
置
に
係
る
保
安
基
準
に
適
合
す
る
も
の
の
う
ち
、

衝
突
被
害
軽
減
制
動
制
御
装
置
を
備
え
る
も
の
（
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
に
限
る
。
）
で
初

回
新
規
登
録
を
受
け
る
も
の
に
対
す
る
第
五
十
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
自
動
車

の
取
得
が
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限
り
、
同
条
中
「
と
い
う
。
）
」

と
あ
る
の
は
、
「
と
い
う
。
）
か
ら
百
七
十
五
万
円
を
控
除
し
て
得
た
額
」
と
す
る
。 

 

附
則
第
二
十
三
条
第
一
項
中
「
電
気
自
動
車
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
」
を
「
電
気
自
動
車
を
い

う
。
次
項
第
一
号
」
に
、
「
天
然
ガ
ス
自
動
車
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
」
を
「
天
然
ガ
ス
自
動
車

を
い
う
。
次
項
第
二
号
」
に
、
「
も
の
を
除
く
。
次
項
」
を
「
も
の
を
除
く
。
次
条
第
一
項
」
に
、

「
キ
ャ
ン
ピ
ン
グ
ト
レ
ー
ラ
を
除
く
。
次
項
」
を
「
キ
ャ
ン
ピ
ン
グ
ト
レ
ー
ラ
を
除
く
。
次
条
第

一
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
ガ
ソ
リ
ン
自
動
車
（
以
下
こ
の
条
」
を
「
ガ
ソ
リ
ン
自
動
車

（
次
項
第
四
号
及
び
第
三
項
第
一
号
」
に
、
「
同
項
第
二
号
」
を
「
同
条
第
一
項
第
二
号
」
に
、

「
石
油
ガ
ス
自
動
車
（
以
下
こ
の
条
」
を
「
石
油
ガ
ス
自
動
車
（
次
項
第
五
号
及
び
第
三
項
第
二

号
」
に
、
「
平
成
二
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、

同
項
第
二
号
中
「
以
下
こ
の
条
」
を
「
次
項
第
六
号
及
び
第
三
項
第
三
号
」
に
、
「
平
成
二
十
四

年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
か
ら
第
四
項

ま
で
を
削
り
、
同
条
第
五
項
中
「
（
自
家
用
の
乗
用
車
等
を
除
く
。
）
」
及
び
「
、
当
該
自
動
車

が
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
初
回
新
規
登
録
を
受
け
た
場

合
に
は
令
和
四
年
度
分
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
限
り
」
を
削
り
、
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」

を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、
「
令
和
五
年
度
分
」
を
「
、
当
該
初
回
新
規
登
録
を
受
け

た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
分
」
に
、
「
第
二
項
の
表
」
を
「
次
の
表
」
に
改
め
、
同
項
第
二

号
中
「
平
成
三
十
年
天
然
ガ
ス
車
基
準
」
を
「
道
路
運
送
車
両
法
第
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
平
成
三
十
年
十
月
一
日
以
降
に
適
用
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
し
て
定
め
ら
れ
た
第
五
十
一
条
第

一
項
第
一
号
イ
⑴ 

に
規
定
す
る
排
出
ガ
ス
保
安
基
準
で
施
行
規
則
で
定
め
る
も
の
」
に
、
「
又

は
平
成
二
十
一
年
天
然
ガ
ス
車
基
準
」
を
「
又
は
法
第
百
四
十
九
条
第
一
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す

る
平
成
二
十
一
年
天
然
ガ
ス
車
基
準
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
平
成
二
十
一
年
天
然
ガ
ス
車
基

準
」
と
い
う
。
）
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
平
成
三
十
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
第

(ⅰ) 



第
一
項
第
一
号
ロ 

第
一
項
第
一
号
イ 

六
万
五
千
五
百
円 

五
万
七
千
円 

五
万
円 

四
万
三
千
五
百
円 

三
万
六
千
円 

三
万
五
百
円 

二
万
五
千
円 

四
万
七
百
円 

二
万
七
千
二
百
円 

二
万
三
千
六
百
円 

二
万
五
百
円 

一
万
七
千
九
百
円 

一
万
五
千
七
百
円 

一
万
三
千
八
百
円 

九
千
五
百
円 

八
千
五
百
円 

七
千
五
百
円 

一
万
六
千
五
百
円 

一
万
四
千
五
百
円 

一
万
二
千
五
百
円 

一
万
千
円 

九
千
円 

八
千
円 

六
千
五
百
円 

一
万
五
百
円 

七
千
円 

六
千
円 

五
千
五
百
円 

四
千
五
百
円 

四
千
円 

三
千
五
百
円 

二
千
五
百
円 

二
千
五
百
円 

二
千
円 

 

五
十
一
条
第
一
項
第
一
号
イ
⑴ 

に
規
定
す
る
平
成
三
十
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
（
次
項
第

一
号
に
お
い
て
「
平
成
三
十
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」
に
、
「
平
成
十
七
年

ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
同
条
第
一
項
第
一
号
イ
⑴ 

に
規
定
す
る
平
成
十
七
年
ガ
ソ
リ

ン
軽
中
量
車
基
準
（
次
項
第
一
号
に
お
い
て
「
平
成
十
七
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」

に
、
「
第
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号
イ
⑵
」
を
「
同
条
第
一
項
第
一
号
イ
⑵
」
に
、
「
令
和
二
年

度
基
準
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
」
を
「
同
号
イ
⑶
に
規
定
す
る
令
和
二
年
度
基
準
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
効
率
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
令
和
二
年
度
基
準
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
」
と
い

う
。
）
」
に
改
め
、
同
項
第
五
号
中
「
平
成
三
十
年
石
油
ガ
ス
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
第
五
十
一

条
第
一
項
第
二
号
イ
⑴ 

に
規
定
す
る
平
成
三
十
年
石
油
ガ
ス
軽
中
量
車
基
準
（
次
項
第
二
号
に

お
い
て
「
平
成
三
十
年
石
油
ガ
ス
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」
に
、
「
平
成
十
七
年
石
油
ガ

ス
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
同
条
第
一
項
第
二
号
イ
⑴ 

に
規
定
す
る
平
成
十
七
年
石
油
ガ
ス
軽
中

量
車
基
準
（
次
項
第
二
号
に
お
い
て
「
平
成
十
七
年
石
油
ガ
ス
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」

に
改
め
、
同
項
第
六
号
中
「
平
成
三
十
年
軽
油
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
第
五
十
一
条
第
一
項
第
三

号
イ
⑴
に
規
定
す
る
平
成
三
十
年
軽
油
軽
中
量
車
基
準
（
次
項
第
三
号
に
お
い
て
「
平
成
三
十
年

軽
油
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」
に
、
「
平
成
二
十
一
年
軽
油
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
同
条

第
一
項
第
三
号
イ
⑴
に
規
定
す
る
平
成
二
十
一
年
軽
油
軽
中
量
車
基
準
（
次
項
第
三
号
に
お
い
て

「
平
成
二
十
一
年
軽
油
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
表
を
加
え
る
。 

                 

(ⅰ) 

(ⅱ) 

(ⅰ) 

(ⅱ) 



第
一
項
第
三
号
イ
⑵ 

第
一
項
第
三
号
イ
⑴ 

第
一
項
第
二
号
ハ
⑵ 

第
一
項
第
二
号
ハ
⑴ 

第
一
項
第
二
号
ロ 

第
一
項
第
二
号
イ 

 

三
万
二
千
円 

二
万
六
千
五
百
円 

二
万
九
千
円 

二
万
五
千
五
百
円 

二
万
二
千
五
百
円 

二
万
円 

一
万
七
千
五
百
円 

一
万
四
千
五
百
円 

一
万
二
千
円 

二
万
六
百
円 

一
万
二
百
円 

一
万
五
千
百
円 

七
千
五
百
円 

六
千
三
百
円 

四
万
五
百
円 

三
万
五
千
円 

三
万
円 

二
万
五
千
五
百
円 

二
万
五
百
円 

一
万
六
千
円 

一
万
千
五
百
円 

八
千
円 

四
千
七
百
円 

二
万
九
千
五
百
円 

二
万
五
千
五
百
円 

二
万
二
千
円 

一
万
八
千
五
百
円 

一
万
五
千
円 

一
万
二
千
円 

九
千
円 

六
千
五
百
円 

十
一
万
円 

八
万
七
千
円 

七
万
五
千
五
百
円 

八
千
円 

七
千
円 

七
千
五
百
円 

六
千
五
百
円 

六
千
円 

五
千
円 

四
千
五
百
円 

四
千
円 

三
千
円 

五
千
五
百
円 

三
千
円 

四
千
円 

二
千
円 

千
六
百
円 

一
万
五
百
円 

九
千
円 

七
千
五
百
円 

六
千
五
百
円 

五
千
五
百
円 

四
千
円 

三
千
円 

二
千
円 

千
二
百
円 

七
千
五
百
円 

六
千
五
百
円 

五
千
五
百
円 

五
千
円 

四
千
円 

三
千
円 

二
千
五
百
円 

二
千
円 

二
万
七
千
五
百
円 

二
万
二
千
円 

一
万
九
千
円 

 

                                  



                                  

第
一
項
第
五
号
ニ
⑵ 

第
一
項
第
五
号
ニ
⑴ 

第
一
項
第
五
号
ハ 

第
一
項
第
五
号
ロ 

第
一
項
第
五
号
イ
⑵ 

第
一
項
第
五
号
イ
⑴ 

第
一
項
第
四
号 

第
一
項
第
三
号
ロ 

 

一
万
千
五
百
円 

二
万
五
千
五
百
円 

九
千
円 

一
万
八
千
五
百
円 

八
万
八
千
円 

六
万
九
千
六
百
円 

六
万
四
百
円 

五
万
二
千
四
百
円 

四
万
五
千
六
百
円 

四
万
円 

三
万
四
千
八
百
円 

二
万
八
千
八
百
円 

二
万
四
千
四
百
円 

二
万
円 

四
千
八
百
円 

一
万
九
百
円 

一
万
四
千
七
百
円 

二
万
三
千
円 

一
万
九
百
円 

一
万
六
千
九
百
円 

六
千
円 

四
千
五
百
円 

八
万
三
千
円 

七
万
四
千
円 

六
万
五
千
五
百
円 

五
万
七
千
円 

五
万
七
千
円 

四
万
九
千
円 

四
万
千
円 

三
万
三
千
円 

六
万
四
千
円 

五
万
七
千
円 

五
万
五
百
円 

四
万
四
千
円 

三
万
八
千
円 

三
千
円 

六
千
五
百
円 

二
千
五
百
円 

五
千
円 

二
万
二
千
円 

一
万
七
千
五
百
円 

一
万
五
千
五
百
円 

一
万
三
千
五
百
円 

一
万
千
五
百
円 

一
万
円 

九
千
円 

七
千
五
百
円 

六
千
五
百
円 

五
千
円 

千
五
百
円 

三
千
円 

四
千
円 

六
千
円 

三
千
円 

四
千
五
百
円 

千
五
百
円 

千
五
百
円 

二
万
千
円 

一
万
八
千
五
百
円 

一
万
六
千
五
百
円 

一
万
四
千
五
百
円 

一
万
二
千
五
百
円 

一
万
五
百
円 

八
千
五
百
円 

一
万
六
千
円 

一
万
四
千
五
百
円 

一
万
三
千
円 

一
万
千
円 

九
千
五
百
円 

 



       

附
則
第
二
十
三
条
第
五
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
第
五
十
五
条
の
八
第
一
項
」

を
「
第
五
十
五
条
の
八
第
一
項
第
一
号
イ
及
び
第
四
号
イ
」
に
改
め
、
「
、
当
該
営
業
用
の
乗
用

車
が
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
初
回
新
規
登
録
を
受
け
た

場
合
に
は
令
和
四
年
度
分
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
限
り
」
を
削
り
、
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一

日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、
「
令
和
五
年
度
分
」
を
「
、
当
該
初
回
新
規
登
録
を

受
け
た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
分
」
に
、
「
第
三
項
」
を
「
次
」
に
、
「
同
条
」
を
「
同
項
」

に
改
め
、
同
項
に
次
の
表
を
加
え
る
。 

            

附
則
第
二
十
三
条
第
六
項
を
同
条
第
三
項
と
す
る
。 

 

附
則
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
中
「
前
日
ま
で
に
初
回
新
規
登
録
を
受
け
た
自
家
用
の
乗
用
車

等
」
の
下
に
「
（
自
家
用
の
乗
用
車
及
び
キ
ャ
ン
ピ
ン
グ
車
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
」
を
加
え
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
条
例
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
法
人
の
事
業
税
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

２ 

こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
埼
玉
県
税
条
例
（
以
下
「
改
正
後
の
条
例
」
と
い
う
。
）
第
三

十
一
条
の
六
第
一
項
第
八
号
の
規
定
は
、
こ
の
条
例
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）

第
四
号
イ 

第
一
号
イ 

四
千
五
百
円 

四
万
七
百
円 

二
万
七
千
二
百
円 

二
万
三
千
六
百
円 

二
万
五
百
円 

一
万
七
千
九
百
円 

一
万
五
千
七
百
円 

一
万
三
千
八
百
円 

九
千
五
百
円 

八
千
五
百
円 

七
千
五
百
円 

二
千
五
百
円 

二
万
五
百
円 

一
万
四
千
円 

一
万
二
千
円 

一
万
五
百
円 

九
千
円 

八
千
円 

七
千
円 

五
千
円 

四
千
五
百
円 

四
千
円 

 

第
二
項
第
二
号 

第
二
項
第
一
号 

八
千
円 

六
千
三
百
円 

五
千
二
百
円 

六
千
三
百
円 

四
千
七
百
円 

三
千
七
百
円 

二
千
円 

千
六
百
円 

千
三
百
円 

千
六
百
円 

千
二
百
円 

千
円 

 



以
後
に
残
余
財
産
が
確
定
す
る
法
人
の
当
該
残
余
財
産
の
確
定
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
（
施

行
日
前
に
残
余
財
産
が
確
定
し
た
法
人
の
当
該
残
余
財
産
の
確
定
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
で

当
該
事
業
年
度
の
条
例
第
三
十
一
条
の
六
第
一
項
第
七
号
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
期
限

が
施
行
日
以
後
に
到
来
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
経
過
事
業
年
度
」
と
い
う
。
）

を
含
む
。
）
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
残
余
財
産
が
確
定
し
た

法
人
の
当
該
残
余
財
産
の
確
定
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度
（
経
過
事
業
年
度
を
除
く
。
）
に
係

る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

 

（
不
動
産
取
得
税
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

３ 

改
正
後
の
条
例
の
規
定
中
不
動
産
取
得
税
に
関
す
る
部
分
は
、
施
行
日
以
後
の
不
動
産
の
取

得
に
対
し
て
課
す
べ
き
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
の
不
動
産
の
取
得
に
対

し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

 

（
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

４ 

改
正
後
の
条
例
の
規
定
中
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
施
行
日
以
後
に
取

得
さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日

前
に
取
得
さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。 

５ 

改
正
後
の
条
例
附
則
第
二
十
三
条
の
規
定
は
、
令
和
五
年
度
以
後
の
年
度
分
の
自
動
車
税
の

種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
四
年
度
分
ま
で
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
。 



条

例 

こ
ど
も
家
庭
庁
設
置
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
等
の
施
行
に
伴
う
関

係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
条
例
第
二
十
二
号 

 
 

 

こ
ど
も
家
庭
庁
設
置
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
等
の
施
行
に
伴

う
関
係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例 

 

（
埼
玉
県
立
嵐
山
郷
条
例
等
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

次
に
掲
げ
る
条
例
の
規
定
中
「
厚
生
労
働
大
臣
」
を
「
主
務
大
臣
」
に
改
め
る
。 

 

一 

埼
玉
県
立
嵐
山
郷
条
例
（
昭
和
五
十
年
埼
玉
県
条
例
第
七
十
四
号
）
別
表
第
二
障
害
者
の

日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
の
項 

 

二 

埼
玉
県
総
合
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
条
例
（
昭
和
五
十
六
年
埼
玉
県
条
例
第
四

十
二
号
）
別
表
第
一
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
（
短
期
入
所
、
施

設
入
所
支
援
、
自
立
訓
練
、
就
労
移
行
支
援
及
び
就
労
定
着
支
援
に
限
る
。
）
の
項 

 

三 

埼
玉
県
立
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
条
例
（
平
成
十
三
年
埼
玉
県
条
例
第
八
十
四
号
）
別

表
第
一
自
立
訓
練
及
び
短
期
入
所
の
項 

 

四 

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
条
例
（
平

成
二
十
四
年
埼
玉
県
条
例
第
六
十
七
号
）
第
五
十
六
条
第
二
項
及
び
第
五
十
七
条 

 

（
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
条
例
の
一
部

改
正
） 

第
二
条 

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
施
行
条
例
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
六
条
、
第
四
十
五
条
及
び
第
百
五
条
第
四
項
中
「
厚
生
労
働
大
臣
」
を
「
こ
ど
も
家
庭
庁

長
官
及
び
厚
生
労
働
大
臣
」
に
改
め
る
。 

 

（
児
童
福
祉
法
施
行
条
例
の
一
部
改
正
） 

第
三
条 

児
童
福
祉
法
施
行
条
例
（
平
成
二
十
四
年
埼
玉
県
条
例
第
六
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

第
二
十
三
条
第
四
項
、
第
六
十
六
条
第
四
項
、
第
百
八
条
第
四
項
、
第
百
二
十
二
条
及
び
第

百
六
十
四
条
中
「
厚
生
労
働
大
臣
」
を
「
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
」
に
改
め
る
。 

 
 

附
則
第
八
条
第
一
項
中
「
厚
生
労
働
大
臣
」
を
「
内
閣
総
理
大
臣
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
条
例
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 



規

則 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
四
十
二
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 

第
四
十
四
条
の
表
三
十
七
の
二
号
中
「
並
び
に
法
附
則
第
十
一
条
の
四
第
二
項
」
を
削
る
。 

 

附
則
第
十
四
項
中
「
附
則
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
又
は
第
二
項
」
を
「
附
則
第
二
十
二
条
の

四
」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
四
号
（
一
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                     



                                  

 

 

 

 

  年度 埼玉県 個人事業税 納税通知書 

 

 

 

 

         様 

  

１ 課税の根拠 

  個人の事業税は、地方税法第72条の２及び埼玉県税条例第31条の規定により課されます。 

 

２ 納付方法については、裏面を御覧ください。 

 

３ 延滞金等 

  納期限までに税金を納付しなかつた場合においては、督促及び滞納処分が行われるほか、地方税法の定めるところによつて延滞金が徴収されます。 

 

４ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のい

ずれかを適用する期間です。 

 

５ 賦課に不服がある場合の救済方法 

  この納税通知書による個人の事業税の賦課に不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に埼玉県知事に対し

て審査請求をすることができます。この場合、審査請求書（正副２通）はなるべく県税事務所を経由して提出してください。処分の取消しの訴えは、

当該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を被告として（埼玉県知事が被告の代表者となります。）提起す

ることができます。 

  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、 

 (１) 審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき 

 (２) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき 

 (３) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき 

 は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

６ その他不明な点がありましたら、県税事務所にお問合せください。 

 

 

 

 

年 度 年度 税 目 個人事業税 納税番号  所得年 年 

業 種 課   税   標   準   額 税  率 税            額 

第 種 千円 ％ 円 

区                   分 納  付  額 納  期  限 

 円 年  月  日 

 円 年  月  日 

 上記のとおり納めてください。 

 

年  月  日     埼玉県     県税事務所長 □印   

 

 納税のときは、この通知書を持参してください。 

 

77 
埼玉県 

 

領収済通知書       個人事業税 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

切 

り 

取 

ら 

な 

い 

で 

お 

出 

し 

く 

だ 

さ 

い 

。 

埼玉県 

納付書 

（払込金受領証） 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

切 

り 

取 

ら 

な 

い 

で 

お 

出 

し 

く 

だ 

さ 

い 

。 

  年度 埼玉県 個人事業税 領収証書 

 

 

 

 

 

 

 

         様 

 

 

 

 

 

 

                                                領収金内訳 

 

個人事業税   （原符） 

加入 

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計 

金額 
円 

加入者名  

口座記号番号  

収 納 機 関 

番 号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納付 

番号 
 

税目コード  納税番号  所得年  
調定

事由 
 納税番号  

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年  月  日 所 得 年  
調定

事由 
 

           ▼     ▼   ▼   ▼   ▼    ▼    ▼ 納 付 額 円 

 34 延 滞 金 円 

 

合計金額 円 年     度 年度 納 税 番 号  

 

納 付 額 円 

納 期 限 年  月  日 所  得  年 年 区     分  延 滞 金 円 

納付額 円 延滞金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日     
年  月  日 納  期  限 年 月 日   合 計 金 額 円 

納税者 延滞金特例期間

の末日     
年 月 日   

上記のとおり領収しました。 納

税

者 

  領

収

日

付

印 

 

年度  
領

収

日

付

印 

 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 ATMやパソコン等で納付（スマートフォン決済アプリ、クレジットカード、インターネットバンキング、ダイレクト

納付）した場合は、領収日付印がないため領収証書として使用できません。証書が必要な場合は、金融機関の窓口等

で納付してください。 

  

コ
ン
ビ
ニ
収
納 

 
 

 

税目  

 
県税  

      埼玉県     県税事務所      （納税者保管） 

（コンビニエンスストア本部控／県税保管） 
（ゆうちょ銀行・郵便局→納税者） 

（コンビニエンスストア店舗控／金融機関保管） 
 

 備考 裏面には納付方法を記載し、交付すること。 

 

別記様式第四号（一の二）（個人の事業税） 



 

別
記
様
式
第
四
号
（
三
の
三
）
及
び
別
記
様
式
第
四
号
（
四
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

 

 

 

年度 埼玉県 不動産取得税 納税通知書 

 

 

 

 

         様 

  

１ 課税の根拠 

  不動産取得税は、地方税法第73条の２及び埼玉県税条例第32条の規定により課されます。 

 

２ 納付方法については、裏面を御覧ください。 

 

３ 延滞金等 

  納期限までに税金を納付しなかつた場合においては、督促及び滞納処分が行われるほか、地方税法の定めるところによつて延滞金が徴収されます。 

 

４ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のい

ずれかを適用する期間です。 

 

５ 賦課に不服がある場合の救済方法 

  この納税通知書による不動産取得税の賦課に不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に埼玉県知事に対し

て審査請求をすることができます。この場合、審査請求書（正副２通）はなるべく県税事務所を経由して提出してください。処分の取消しの訴えは、

当該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を被告として（埼玉県知事が被告の代表者となります。）提起す

ることができます。 

  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、 

 (１) 審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき 

 (２) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき 

 (３) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき 

 は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

６ その他不明な点がありましたら、県税事務所にお問合せください。 

 

 

 

 

年  度 年度 税  目 不動産取得税 納 税 番 号  

課  税  標  準  額 税   率 税     額 納 付 す べ き 税 額 

千円 ％ 円 

円 

千円 ％ 円 

住宅用土地等の軽減済額 円 納  期  限 年  月  日 

不 動 産 の 種 類  不動産の所在地  

 上記のとおり納めてください。 

 

年  月  日     埼玉県     県税事務所長 □印   

 

 納税のときは、この通知書を持参してください。 

 

77 
埼玉県 

 

 領収済通知書     不動産取得税 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

切 

り 

取 

ら 

な 

い 

で 

お 

出 

し 

く 

だ 

さ 

い 

。 

埼玉県 

納付書 

（払込金受領証） 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

切 

り 

取 

ら 

な 

い 

で 

お 

出 

し 

く 

だ 

さ 

い 

。 

  年度 埼玉県 不動産取得税 領収証書 

 

 

 

 

 

 

 

         様 

 

 

 

 

 

 

                                                領収金内訳 

 

不動産取得税  （原符） 

加入 

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計 

金額 
円 

加入者名  

口座記号番号  

収 納 機 関 

番 号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納付 

番号 
 

税目コード  納税番号    
調定

事由 
 納税番号  

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年  月  日   
調定

事由 
 

           ▼     ▼   ▼   ▼   ▼    ▼    ▼ 税  額 円 

 34 延 滞 金 円 

 

合計金額 円  

 

税 額 円 

納 期 限 年  月  日 年     度 年度 納 税 番 号  延 滞 金 円 

税 額 円 延 滞 金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日     
年  月  日 納  期  限 年 月 日 

 

 合 計 金 額 円 

納税者 延滞金特例期間

の末日     
年 月 日  

上記のとおり領収しました。 納

税

者 

  領

収

日

付

印 

 

年度  
領

収

日

付

印 

 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 ATMやパソコン等で納付（スマートフォン決済アプリ、クレジットカード、インターネットバンキング、ダイレクト

納付）した場合は、領収日付印がないため領収証書として使用できません。証書が必要な場合は、金融機関の窓口等

で納付してください。 

  

コ
ン
ビ
ニ
収
納 

 
 

 

税目  

 
県税  

      埼玉県     県税事務所      （納税者保管） 

（コンビニエンスストア本部控／県税保管） 
（ゆうちょ銀行・郵便局→納税者） 

（コンビニエンスストア店舗控／金融機関保管） 
 

 備考 裏面には納付方法を記載し、交付すること。 

 

                                  

別記様式第四号（三の三）（不動産取得税） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度  埼玉県  自動車税（種別割）納税通知書兼領収証書 

 

77 
  埼玉県      年度 

公  
通常払込料金

加入者負担 
 

埼玉県 

納付書 
公  

通常払込料金

加入者負担 

     領収済通知書   自動車税（種別割） （払込金受領証） 自動車税（種別割）（原符） 
 

登録番号（車のナンバー） 

 

課税年度 課税相当年度 調定事由 

加入 

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計

金額 
円 

加入者名  
    

口座記号番号  

収納機関 

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認

番号 
 

納付

区分 
 

納付 

番号 
 

  

 納   期   限 

税目コード  登録番号  課税相当年度  
調定

事由 
 登 録 番 号        年   月   日 

県税コード  県税事務所 自動車税 年度  納期限 年 月 日 課税相当年度  
調定

事由 
 

様   

 

税 額（税 率） 

           ▼     ▼    ▼    ▼   ▼   ▼    ▼ 税   額 円 円 

34  延 滞 金 円 
延   滞   金 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

円 

 

合 計 金 額      円 
合 計 金 額 

納 期 限 年  月  日 

 

円 

税 額 円 延 滞 金 円 

 

領 収 日 付 印 延滞金特例期間

の末日 
年  月  日 

  

 

  

納税者   

納

税

者 

 

 右のとおり納付してください。ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印さ

れず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 ATMやパソコン等で納付（スマートフォン決済アプリ、クレジットカード、インター

ネットバンキング、ダイレクト納付）した場合は、領収日付印がないため領収証書と

して使用できません。証書が必要な場合は、金融機関の窓口等で納付してください。 

 

上記のとおり領収しました。 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

年度  
領 

収 

日 

付 

印 

 

コ

ン

ビ

ニ

収

納 

 

税目  
（コンビニエンスストア本部控／

県税保管） 

 

県税  

 

 

    年  月  日 

    埼玉県自動車税事務所長 □印  
  

  

（ゆうちょ銀行・郵便局→納税者） 

（コンビニエンスストア店舗控／金融

機関保管）  
 

    （納税者保管） 

   

備考 裏面には、納付方法、賦課の根拠となつた法律及び条例の規定、納期限までに税金を納付しなかつた場合においてとられるべき措置、賦課に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告とすべき者及び出訴期間等を記載し、交付するこ

と。 

 

                                  

別記様式第四号（四）（自動車税（種別割）） 



 

別
記
様
式
第
四
号
（
五
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

 

 

 

  年度  埼玉県 鉱区税 納税通知書 

 

 

 

 

 

 

 

         様 

  

 

 

１ 課税の根拠 

  鉱区税は、地方税法第178条及び埼玉県税条例第56条の規定により課されます。 

 

２ 納付方法については、裏面を御覧ください。 

 

３ 延滞金等 

  納期限までに税金を納付しなかつた場合においては、督促及び滞納処分が行われるほか、地方税法の定めるところによつて延滞金が徴収されます。 

 

４ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のい

ずれかを適用する期間です。 

 

５ 賦課に不服がある場合の救済方法 

  この納税通知書による鉱区税の賦課に不服があるときは、この納税通知書を受け取つた日の翌日から起算して３か月以内に埼玉県知事に対して審査

請求をすることができます。この場合、審査請求書（正副２通）はなるべく自動車税事務所を経由して提出してください。処分の取消しの訴えは、当

該審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を被告として（埼玉県知事が被告の代表者となります。）提起する

ことができます。 

  なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、 

 (１) 審査請求があつた日から３か月を経過しても裁決がないとき 

 (２) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき 

 (３) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき 

 は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

６ その他不明な点がありましたら、自動車税事務所にお問合せください。 

 

 

 

年     度 年度 税     目 鉱  区  税 納 税 番 号  

鉱  業  権 

登 録 番 号 
 対  象  年 年 納  期  限 年  月  日 

課 税 標 準 百アール 
税     率 

（百アールごと） 
円 税     額 円 

 上記のとおり納めてください。 

 

年  月  日     埼玉県      税事務所長 □印   

 

 納税のときは、この通知書を持参してください。 

 

77 
埼玉県 

 

 領収済通知書       鉱区税 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

埼玉県 

納付書 

（払込金受領証） 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

 

  年度  埼玉県 鉱区税 領収証書 

 

 

 

 

 

 

 

         様 

 

 

 

 

 

 

                                                領収金内訳 

 

鉱区税     （原符） 

加入 

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計 

金額 
円 

加入者名  

口座記号番号  

収 納 機 関 

番 号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納付 

番号 
 

税目コード  納税番号  対象年  
調定

事由 
 納税番号  

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年  月  日 対 象 年  
調定

事由 
 

           ▼     ▼   ▼   ▼   ▼   ▼     ▼ 税  額 円 

 34 延 滞 金 円 

 

合計金額 円 年     度 年度 納 税 番 号  

 

税 額 円 

納 期 限 年  月  日 対  象  年 年 
鉱  業  権 
登 録 番 号 

 延 滞 金 円 

税 額 円 延 滞 金 円 

 

領 収 日 付 印 延滞金特例期間

の末日     
年  月  日 納  期  限 年 月 日 

 

 合 計 金 額 円 

 

納税者 延滞金特例期間

の末日     
年 月 日  

上記のとおり領収しました。 納

税

者 

  領

収

日

付

印 

 

年度  
領

収

日

付

印 

 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 パソコンやATM等（ペイジー）で納付した場合は、領収日付印がないため領収証書として使用できません。 

証書が必要な場合は、金融機関の窓口等で納付してください。 

 
 

 

 

税目  

県税  

      埼玉県     税事務所       （納税者保管） 

（県税事務所保管） （ゆうちょ銀行・郵便局→納税者）（金融機関保管）  

 備考 裏面には納付方法を記載し、交付すること。 

 

                                  

別記様式第四号（五の二）（鉱区税） 



 

別
記
様
式
第
四
号
の
四
（
一
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

 

 

77 埼玉県 

 

 領収済通知書      個人事業税 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

切 

り 

取 

ら 

な 

い 

で 

お 

出 

し 

く 

だ 

さ 

い 

。 

埼玉県 

納付書 

 

（払込金受領証） 

公  
通 常 払 込 料 金 

加 入 者 負 担 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

切 

り 

取 

ら 

な 

い 

で 

お 

出 

し 

く 

だ 

さ 

い 

。 

 

埼玉県 個人事業税 領収証書 

 

 

 

 

 

 

 

         様 

 

 

 

 

 

 

                                                領収金内訳 

 

個人事業税   （原符） 

加入 

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計 

金額 
円 

加入者名  

口座記号番号  

収 納 機 関 

番 号 
 

納付 

番号 
 

確認 

番号 
 

納付 

区分 
 

納付 

番号 
 

税目コード  納税番号  所得年  
調定

事由 
 納税番号  

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年  月  日 所 得 年  
調定

事由 
 

           ▼     ▼   ▼   ▼   ▼   ▼     ▼ 
第 ２ 期 
納 付 額 

円 

 34 延 滞 金 円 

 
合計金額 円 年     度 年度 納 税 番 号  

 

第 ２ 期 
納 付 額 

円 

納 期 限 年  月  日 所  得  年 年 区     分  延 滞 金 円 

第２期 

納付額 
円 延滞金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日     
年  月  日 納  期  限 年 月 日 

 

 合 計 金 額 円 

納税者 延滞金特例期間

の末日     
年 月 日  

上記のとおり領収しました。 納

税

者 

  領

収

日

付

印 

 

年度  
領

収

日

付

印 

 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 ATMやパソコン等で納付（スマートフォン決済アプリ、クレジットカード、インターネットバンキング、ダイレクト

納付）した場合は、領収日付印がないため領収証書として使用できません。証書が必要な場合は、金融機関の窓口等

で納付してください。 

 

コ
ン
ビ
ニ
収
納 

 
 

税目  

県税  

      埼玉県     県税事務所      （納税者保管） 

（コンビニエンスストア本部控／県税保管） 
（ゆうちょ銀行・郵便局→納税者） 

（コンビニエンスストア店舗控／金融機関保管） 
 

 

                                  

別記様式第四号の四（一）（個人の事業税の第二期用） 



 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
二
の
三
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県     税 領収証書 

 

 

 

 

 

 

77 
 埼玉県 

公  
通常払込料金

加 入 者 負担 
 

埼玉県 

納付（入）書 
公  

通常払込料金

加 入 者 負担 

   領収済通知書            税 （払込金受領証）    税     （原符） 

加入

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計

金額 
円 

加入者名  

口座記号番号  

収 納 機 関 

番 号 
 

納付

番号 
 

確認

番号 
 

納付

区分 
 

納付 

番号 
 

領収金内訳                 

 

 

税    額 円 

税目コード  納税番号  期(月)別  
調定

事由 
 納 税 番 号       

                                  様 
延  滞  金 円 

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年 月 日 期（月）別  
調定

事由 
  

加 

算 

金 

 
過少申告

加 算 金 
 円 

             ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼ 
税   額 円 

年     度 年度 納 税 番 号  
延 滞 金 円 

 
不 申 告 

加 算 金 
 円 

34  
切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

過少・不申告 

加  算  金 
円 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

    

 重加算金  円 

 

重 加 算 金      円 
納  期  限 年  月  日 

 

 

合 計 金 額      円 合 計 金 額 円 
延滞金特例期間 

の  末  日 
年  月  日  

税 額 円 延 滞 金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

納 期 限 年  月  日 延滞金は納付指定日現在の計算です。 

延滞金特例期間

の末日     
年  月  日 納 付 指 定 日        年  月  日  

 上記のとおり領収しました。 

過少申告・ 

不申告加算金 円 重 加 算 金 円 
納税者 

 
納

税

者 

  領 

収 

日 

付 

印 

 

年度  領 

収 

日 

付 

印 

 

 納付方法等については、裏面を御覧ください。 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 

 

コ
ン
ビ
ニ
収
納 

  

 

税目  

 
県税  

     埼玉県    税事務所                                                  （納税者保管） 

（コンビニエンスストア本部控／県税保管） 
（ゆうちょ銀行・郵便局→納税者） 

（コンビニエンスストア店舗控／金融機関保管） 
 

備考 １ 裏面には納付方法等を記載し、交付すること。 

   ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

 

                                  

別記様式第四号の五（二の三）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税、自動車税（種別割）以外の税目） 



 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
四
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県 法人県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税  領収証書 

 

 

 

77 
 埼玉県 法人県民税・事業税 

特別法人事業税又は地方
法人特別税 

公  
通常払込料金

加 入 者 負担 
 

埼玉県 

納付書 
公 

法人県民税 

・事業税 

通常払込料金 

加 入 者 負 担 

   領収済通知書 
（払込金受領証） 特別法人事業税又は地方法人
特別税  （原符） 

加入

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計

金額 
円 

加入者名  

 

 領収金内訳  

口座記号番号  

 

法 

人 

県 

民 

税 

税 額 円 
収納機関 

番  号 
 

納付

番号 
 

確認

番号 
 

納付

区分 
 

納付 

番号 
 

延 滞 金 円 

税目コード  納 税 番 号  事業年度始期  
調定

事由 
 納 税 番 号        

                                  様 
計 円 

県税コード  県税事務所  年度  納期限 年 月 日 事業年度始期  
調定

事由 
 

 業
税
又
は
地
方
法
人
特
別
税 

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事 

税 額 円 

             ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼ 
税    額 円 延 滞 金 円 

延  滞  金 円 
年    度 年度 納 税 番 号  

加 

算 

金 

過少申告

加 算 金 
円 

34  
切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

過少・不申告 

加  算  金 
円 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

事業年度始期  調 定 事 由  
不 申 告 

加 算 金 
円 

 

重 加 算 金       円 

合 計 金 額       円 納  期  限 年  月  日 

 

 
重加算金 円 

計 円 

納  期  限 年  月  日 
指 定 納 期限       年  月  日  合 計 金 額 円 

県民税 税   額 円 延 滞 金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日 
年  月  日 

延滞金特例期間 

の  末  日 
年  月  日  

 延滞金は納付指定日現在の計算です。 

 

 上記のとおり領収しました。 事業税

特別税 

税   額 円 延 滞 金 円 
納税者 

納 付 指 定日       年  月  日  
過少申告・ 

不申告加算金 
円 重加算金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

年度  領 

収 

日 

付 

印 

 

 

納

税

者 

 
 納付方法等については、裏面を御覧ください。 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印されず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されます。 

 

 

税目  

 
 

県税  

   埼玉県     県税事務所             （納税者保管） 

（県税事務所保管） （ゆうちょ銀行・郵便局→納税者）   （金融機関保管）  

備考 １ 裏面には納付方法等を記載し、交付すること。 

   ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

 

                                  

別記様式第四号の五（四の二）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税） 



 

別
記
様
式
第
四
号
の
五
（
五
の
三
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県     税  領収証書 
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  埼玉県 

公  
通常払込料金

加入者負担 
 

埼玉県 

納付書 
公  

通常払込料金

加入者負担 

     領収済通知書           税 （払込金受領証）      税   （原符） 
 

登録番号（車のナンバー） 

 

課税年度 課税相当年度 調定事由 

加入 

者名 
 

口座 

記号番号 
 

合計

金額 
円 

加入者名  
    

口座記号番号  

収納機関 

番  号 
 

納付 

番号 
 

確認

番号 
 

納付

区分 
 

納付 

番号 
 

  

 納   期   限 

税目コード  登録番号  課税相当年度  
調定

事由 
 登 録 番 号        年   月   日 

県税コード  県税事務所 自動車税 年度  納期限 年 月 日 課税相当年度  
調定

事由 
 

様   

 

税      額 

           ▼     ▼    ▼    ▼   ▼   ▼    ▼ 税   額 円 円 

34  延 滞 金 円   

 

延   滞   金 

 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

。 

円 

 

合 計 金 額      円   
合 計 金 額 

納 期 限 年  月  日 

 

 円 

税 額 円 延 滞 金 円 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

延滞金特例期間

の末日 
年  月  日  

 延滞金は納付指定日現在の計

算です。 

納税者   

 

納

税

者 

 

延滞金特例 

期間の末日 
年 月 日 

上記のとおり領収しました。 

 

領 

収 

日 

付 

印 

 

年度  
領 

収 

日 

付 

印 

 

納付指定日 年 月 日 
コ

ン

ビ

ニ

収

納 

 

税目  
（コンビニエンスストア本部控／

県税保管） 

 

県税  

 

 

 

 

 

 

納付方法等については、裏

面を御覧ください。 

 ゆうちょ銀行・郵便局では、本片に領収印は押印さ

れず、左片の納付書が領収証書に代えて交付されま

す。 

 ATMやパソコン等で納付（スマートフォン決済アプ

リ、クレジットカード、インターネットバンキング、

ダイレクト納付）した場合は、領収日付印がないため

領収証書として使用できません。証書が必要な場合

は、金融機関の窓口等で納付してください。 

 

  

  

（ゆうちょ銀行・郵便局→納税者） 

（コンビニエンスストア店舗控／金融

機関保管）  
  埼玉県自動車税事務所 

（納税者保管）  

   

備考 １ 裏面には納付方法等を記載し、交付すること。 

   ２ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

 

                                  

別記様式第四号の五（五の三）（自動車税環境性能割・自動車税（種別割）） 



 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
一
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

      

埼玉県    税 督促状兼領収証書 

領収金内訳           

  埼玉県       
埼玉県 
納付(入)書 

    

   領収済通知書      税   税   （原符）  

 加入 
者名 

 
口座 
番号 

 
合計 
金額 

円 
  加入者名   

   口座番号   

 収納機関 
番  号 

 
納付
番号 

 
確認 
番号 

 
納付 
区分 

 
  納付 

番号 
 

 
     

税   額 円 
 

 税目 
コード 

 
納税
番号 

 期(月)別  
調定 
事由 

 
  

納税番号  
   

    様          
延 滞 金 円 

 

 県税 
コード 

 
県税 
事務所 

 年度  納期限 年 月 日 
  

期(月)別  
調定
事由 

 
   

     

加 

算 

金 

過 少 申 告 
加 算 金 

円 
 

 ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼  
 
  

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

税  額 円   
 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

年   度 年度 納税番号  
  

  延 滞 金 円   不 申 告 
加 算 金 

円 
 

 
34  

 過少・不申
告 加 算 金 

円 
 

    
  

    
重 加 算 金 円 

 

   重加算金 円  
納 期 限 年 月 日 

  

  
   

合計金額 円 
  

合 計 金 額 円 
 

    延滞金特例期間
の 末 日 

年 月 日 
  

 
税 額 円 延滞金 円  領

収

日

付

印 

 

 納 期 限 年 月 日  延滞金は納付指定日現在の計算です。 

  延滞金特例期間
の末日     

年 月 日 
 

納付指定日 年 月 日 
 

 過 少 申 告 ・ 
不申告加算金 

円 重加算金 円  
   

  納税者  
 

 
 納
税
者 

  

   上記のとおり領収しました。 

     上記のとおり滞納となつているので至急納めてください。 
 
 
         この督促状と行き違いに納税された方は御容赦ください。 
         ゆうちょ銀行・郵便局では納めることはできません。 
 
 埼玉県     税事務所長 

領

収

日

付

印 

 

 
  

年度  領

収

日

付

印 

   

 コ
ン
ビ
ニ
収
納 

  

    

  税目     

   県税      

  
（コンビニエンスストア本部控/県税保管） 

      （納税者保管） 

  (コンビニエンスストア店舗控/金融機関保管)  

備考 １ 裏面には、納付方法、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに完納されない場合の措置、この通知に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告とすべき者及び出訴期間等を記

載し、交付すること。 

２ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

                                  

別記様式第十四号（一の二）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税、自動車税（種別割）以外の税目） 



 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
二
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

      
埼玉県 法人県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税 督促状兼領収証書 

領収金内訳           

  
埼玉県 法人県民税・事業税 

特別法人事業税又は地方法
人特別税 

      
埼玉県 
納付書 

 
法人県民税 
・事業税 

  

   領収済通知書   特別法人事業税又は地方法人特別税  （原符）  

 加入 
者名 

 
口座 
番号 

 
合計 
金額 

円 
  加入者名   

   口座番号    
法
人
県
民
税 

税 額 円 
 

 収納機関 
番  号 

 
納付
番号 

 
確認 
番号 

 
納付 
区分 

 
  納付 

番号 
 

   
     

延 滞 金 円 
 

 税目 
コード 

 
納税
番号 

 
事業年度
始期 

 
調定 
事由 

 
  

納税番号  
   

    様          
計 円 

 

 県税 
コード 

 
県税 
事務所 

 年度  納期限 年 月 日 
  事業年度

始期 
 

調定
事由 

 
   

     又
は
地
方
法
人
特
別
税 

法
人
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税 

税 額 円  

 ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼  
 
  

 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

税  額 円   
 

切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

年   度 年度 納税番号  
 延 滞 金 円  

  延 滞 金 円   

加
算
金 

過少申告
加 算 金 

円 
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 過少・不申
告 加 算 金 

円 
 

事業年度始期  調定事由  
  

    不 申 告 
加 算 金 

円 
 

   重加算金 円  
納 期 限 年 月 日 

  

  
   

合計金額 円 
  重加算金 円  

    
指定納期限 年 月 日 

 計 円  
      

 

   納 期 限 年 月 日   
合 計 金 額 円 

 

 
県民税 税 額 円 延滞金 円 領

収

日

付

印 

 

 延滞金特例期間
の末日     

年 月 日 
 延滞金特例期間

の 末 日 
年 月 日 

  
 

 
  延滞金は納付指定日現在の計算です。 

 
事業税 
・特別
税 

税 額 円 延滞金 円 
 納税者  

納付指定日 年 月 日  
 

 

 

   上記のとおり領収しました。 

 過少申告・ 
不申告加算金 

円 重加算金 円 
    

 上記のとおり滞納となつているので至急納めてください。 
 この督促状は  月  日現在で納税が確認できない方に送付しており
ますので、行き違いに納税された方は御容赦ください。 
 ゆうちょ銀行・郵便局では納めることはできません。 
 
    埼玉県     県税事務所長 

領

収

日

付

印 

 

 
  

年度  領

収

日

付

印 

   

 納
税
者 

 
     

    税目      

      県税      

  
（県税事務所保管） 

      （納税者保管） 

  （金融機関保管）   

備考 １ 裏面には、納付方法、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに完納されない場合の措置、この通知に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告とすべき者及び出訴期間等を記

載し、交付すること。 

２ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

                                  

別記様式第十四号（二の二）（法人の県民税・事業税、特別法人事業税又は地方法人特別税） 



 

別
記
様
式
第
十
四
号
（
三
の
二
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

                                 



 

      埼玉県  自動車税    督促状兼領収証書  

  埼玉県       埼玉県 
納付書 

      

    領収済通知書     自動車税   自動車税     （原符）   登録番号(車のナンバー)  課税年度 課税相当年度 調定事由  
 加入 

者名  口座
番号  合計

金額 円 
  加入者名    

     
 

   口座番号     
 収納機

関番号 
 

納付
番号 

 
確認
番号 

 
納付
区分 

 
  納付 

番号 
 

   
     納  期  限  

 税目 
コード 

 登録番号  課税相当
年度 

 調定
事由 

   登録番号    年 月 日  

 県税 
コード  県税 

事務所 自動車税 年度  納期限 年 月 日 
  課税相当

年度  調定
事由  

 様    
     

 右のとおり滞納となつておりますので、至急納付してください。 

税     額  

 ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼   ▼    税  額 円   円  
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延 滞 金 円 

  延 滞 金 特 例 
期 間 の 末 日 年 月 日 

 延  滞  金  
  切

り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

 切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

 
円 

 
   

合計金額 円 
 

納付指定日 年 月 日 
  

     合 計 金 額  

   納 期 限 年 月 日  
 ゆうちょ銀行・郵便局では、納付することはできません。ATMやパソコン等で

納付（スマートフォン決済アプリ、クレジットカード、インターネットバンキン

グ、ダイレクト納付）した場合は、領収日付印がないため領収証書として使用で

きません。証書が必要な場合は、金融機関の窓口等で納付してください。 

 円  

 
税 額 円 延滞金 円  

領 収 日 付 印  延滞金特例期間
の末日     

年 月 日   
延滞金は納付指定日現在の計算です。 

 

 

  納税者  上記のとおり領収しました。  

 納
税
者 

  
  

埼玉県自動車税事務所長 
 
 この督促状は  月  日現在で納税
が確認できない方に送付しておりますの
で、行き違いに納税された方は御容赦く
ださい。 
 
 納付方法等については、裏面を御覧く
ださい。 
 
 
 
 
 

領

収

日

付

印 

 

 

  年度  領

収

日

付

印 

   
 コ
ン
ビ
ニ
収
納 

  

 税目     
  県税     
 （コンビニエンスストア本部控/県税保管）  

 
    

       
       （納税者保管）  
         

   
                      (コンビニエンスストア店舗控/金融機関保管) 

                      
   

備考 １ 裏面には、納付方法、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までに完納されない場合の措置、この通知に不服がある場合における救済の方法並びに取消訴訟を行う場合の被告

とすべき者及び出訴期間等を記載し、交付すること。 

２ 延滞金特例期間とは、延滞金年7.3％の割合又は地方税法附則第３条の２第１項に規定する延滞金特例基準割合に年１％の割合を加算した割合のいずれかを適用する期間をいう。 

                                  

別記様式第十四号（三の二）（自動車税環境性能割、自動車税（種別割）） 



 

別
記
様
式
第
二
十
七
号
及
び
別
記
様
式
第
二
十
七
号
の
五
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
を 

「 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 
別
記
様
式
第
三
十
四
号
の
注
意
１
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
三
十
六
号
の
注
意
１
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
」
に
改
め
る
。 

  

別
記
様
式
第
三
十
七
号
の
三
の
還
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
由
の
欄
８
中 

      
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

を 

       
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
、
同
様
式
の
注
意
１
中
「 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 

別
記
様
式
第
六
十
一
号
（
二
）
及
び
別
記
様
式
第
六
十
一
号
（
三
）
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

若
し

く
は

第
７

項
 

又
は

地
方

税
法

附
則

第
１

１
条

の
４

第
２

項
、

第
５

項
 

若
し

く
は

第
６

項
 

又
は

地
方

税
法

附
則

第
１

１
条

の
４

第
１

項
、

第
４

項
 

、
地

方
税

法
附

則
第

１
１

条
の

４
第

２
項

若
し

く
は

第
４

項
又

は
地

方
 

、
地

方
税

法
附

則
第

１
１

条
の

４
第

３
項

若
し

く
は

第
５

項
又

は
地

方
 

地
方

税
法

附
則

第
１

１
条

の
４

第
２

項
 

税
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

令
和

５
年

法
律

第
１

号
）

第
１

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
 

税
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

令
和

５
年

法
律

第
１

号
）

第
１

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
 

地
方

税
法

附
則

第
１

１
条

の
４

第
１

項
 

「
 

附
則

第
１

１
条

の
４

第
２

 

（
３

）
 

地
方

税
 

 
 

 
附

則
第

１
 

（
４

）
 

そ
の

他
 

法
及

び
国

有
資

産
等

所
在

市
町

村
交

付
金

法
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

平
成

２
４

年
法

律
第

１
 

１
条

の
４

第
４

項
に

該
当

 

（
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

）
 

７
号

）
第

１
条

の
規

定
に

よ
る

改
正

前
の

地
方

税
法

 」
 

第
７

２
条

の
２

９
第

２
項

 

「
 

第
７

２
条

の
２

９
第

２
項

若
し

く
は

第
６

項
 

（
３

）
 

地
方

税
法

等
の

一
部

を
改

 

（
４

）
 

地
方

税
法

及
び

国
有

資
産

 

 
 

 
附

則
第

１
１

条
の

４
第

４
項

 

（
５

）
 

そ
の

他
（

 
 

 
 

 
 

 

正
す

る
法

律
（

令
和

５
年

法
律

第
１

号
）

第
１

条
の

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
地

方
税

法
附

則
第

１
 

等
所

在
市

町
村

交
付

金
法

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

（
平

成
２

４
年

法
律

第
１

７
号

）
第

１
条

の
 

に
該

当
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
）

 

１
条

の
４

第
２

項
に

該
当

 

規
定

に
よ

る
改

正
前

の
地

方
税

法
 

  方
税

法
附

則
第

１
１

条
の

４
第

２
項

 

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

法
律

（
令

和
５

年
法

律
第

１
号

）
第

１
条

の
規

定
に

よ
る

改
正

前
の

地
 

項
、

第
５

項
若

し
く

は
第

７
項

 
附

則
第

１
１

条
の

４
第

３
項

若
し

く
は

第
５

項
、

地
方

税
 

」
 



別記様式第六十一号（二）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
自動車税（種別割）納税証明書 

（継続検査・構造等変更検査用） 
 

 登録番号（車のナンバー）  

   

 車 台 番 号 （ 下 1 0 桁 ）  

   

 有 効 期 限  

   

 上記については、次の１～３を除き、自動車税（種別割）の滞納がないことを証

明します。 

 １ 登録番号及び車台番号欄に＊があるもの 

 ２ 領収日付印がないもの 

 ３ 領収日が           を過ぎたもの 

 

 ※ 裏面をお読みください。 

埼玉県自動車税事務所長 □印   

  

領 

収 

日 

付 

印 

  

 （納税者保管）   

  備考 裏面には、注意事項を記載し、交付すること。 



  
 

 

附 

則 
１ 
こ
の
規
則
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

別
記

様
式

第
六

十
一

号
（

三
）

 
削

除
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